
 ９月定例会における総務常任委員会の概要  

  

１０月４日（火） 開会 午前１０時００分 

          （休憩 午前１０時４９分～１１時５９分） 

           閉会 午後 ０時０２分 

  １０月５日（水） 開会 午前１０時００分 

（休憩 午前１１時１９分～１１時２７分） 

           閉会 午後 ０時２４分 

  

（１）付託議案 

議案番号 件    名 

議第 86号 令和４年度山形県一般会計補正予算（第３号）中 所管分 

議第 92号 
山形県職員等に対する退職手当支給条例の一部を改正する条例の制定

について 

議第 93号 
山形県職員等の育児休業等に関する条例の一部を改正する条例の制定

について 

議第 95号 
山形県事務処理の特例に関する条例の一部を改正する条例の制定につ

いて 

議第 109号 パーソナルコンピュータの取得について 

議第 122号 令和４年度山形県一般会計補正予算（第４号）中 所管分 

 

（２）請  願 

番号 
受 理 

年月日 
件  名 提 出 者 

紹 介 

議 員 

採 

決 

37 4.6.2 

家族従業者の働

き分を認めない

所得税法第 56 条

の廃止について 

山形市南栄町２丁目17-16 

山商連婦人部協議会 

会長 石川 豊子 

髙橋（淳）、関、

青木、青柳、

渡辺 

撤回 



41 4.9.12 

山形県の各機関

における行政書

士法の遵守徹底

と窓口業務の適

正化について 

山形市荒楯町一丁目７番８号 

山形県行政書士会 

会長 岩﨑 雅幸 

小松、吉村、

奥山、木村、

舩山、星川 

採択 

 

42 

 

4.9.16 

 

私学教育への支

援について 

山形市松波四丁目６－11  

山形県私学会館内 

公益社団法人山形県私立学校

総連合会 

会長 九里 廣志  外２名 

梅津、梶原、

青柳、渋間、

奥山、伊藤、 

田澤 

採択 

43 4.9.16 

私学助成の充実

強化を求める意

見書の提出につ

いて 

山形市松波四丁目６－11  

山形県私学会館内 

公益社団法人山形県私立学校

総連合会 

会長 九里 廣志  外２名 

梅津、梶原、

青柳、渋間、

奥山、伊藤、 

田澤 

採択 

44 4.9.16 

2023年度県予算

における、私学助

成関係予算の拡

充について 

山形市上町一丁目９－17 

山形県私学助成をすすめる会 

代表 渡邉 誠一 

髙橋（淳）、 

松田、 

髙橋（啓） 

採択 

 

（３）報告事項 

 総務部長 

 ・「個人情報の保護に関する法律施行条例（仮称）の概要（案）」について 

・山形県公立大学法人令和３年度に係る業務の実績に関する評価結果の概要に 

ついて 

 ・県庁舎（知事棟・議会棟）へのＬＥＤ照明の導入について 

 

防災くらし安心部長 

・10月４日 北朝鮮からのミサイル発射について 

 

（４）審査内容 

  当初提案分の議案の詳細について担当参事及び課長から、追加提案分の議案

について総務部長及び防止くらし安心部長から、詳細について担当課長から説

明がなされた後、議案に対する質疑と所管事項に関する質問を行った。 

 



（５）採  決 

付託された６議案については、全員異議なく、いずれも原案のとおり可決す

べきものと決定した。 

 

（６）請願審査 

請願３７号については、紹介議員を通じて取り下げの申し出があったことから、

全員異議なくこれを承認することを決定した。また、請願４１号から請願４４号

までの４案件については全員異議なく、採択すべきものと決定した 

 

（７）主に議論された項目 

◇北朝鮮のミサイル発射時における迅速な情報伝達について。また、弾道ミサイ

ル落下時に県民がとるべき行動について。 

◇東北公益文科大学の公立化と機能強化に関して、私立大学から公立大学に移 

行した十校の分析状況等を踏まえた検討状況について。また、２市３町との意

見交換の状況について。 

◇物価が上昇する際の県と指定管理者との間のリスク負担について。また、指定

管理者が行う施設の管理運営に影響が見込まれる場合、県が一部の業務を直営

で行うことも検討すべきと考えるがどうか。 

◇会計年度任用職員に勤勉手当を支給すべきと考えるがどうか。 

◇一般会計補正予算の財源の内訳について。 

◇パーソナルコンピュータの取得に係る事業概要及び入札の状況について。 

◇業務効率化を目的としたロボティック・プロセス・オートメーションやＡＩ会

議録作成支援システムの活用状況と効果について。 

◇中京・関西圏をターゲットとした移住定住・人材確保戦略的展開事業費の内容

について。また、県の移住相談窓口を通した移住者数について。 

◇独自の被災者生活再建支援策に係る市町村との検討経過及び既存制度との連

携について。 

 


